道路特定財源確保を求める意見書案に対する扶川敦県議の本会議反対討論20071214
· 私は、日本共産党を代表して、議第５号地方の道路整備促進と道路特定財源の確保を求める意見書に、反対の立場で討論します。

· もとより、私達も、徳島県の道路改良率が全国４５位といわれるような現状において、地方の道路整備を促進すべきであるという立場であります。従って、交付金制度の改善や地方の財政負担軽減、高速道路通行料金引き下げなどの施策を求める、意見書の第２項目以降について、異論はありません。

· しかしながら、意見書は、あくまで道路特定財源制度を堅持していく立場から、現在の制度の枠組みの中で、平成２０年度からの１０年間の「道路の中期計画」を着実に推進するよう求めることを要望しています。

· 道路特定財源は、国道と都道府県道の舗装率が５％しかなかった１９５３年に田中角栄議員らの議員立法により揮発油税が道路特定財源とされたことにはじまり、以降拡充されてきました。さらに、１９７４年度から２年間の暫定措置として実施された税率引き上げが今日まで期間延長を重ねています。
· しかしいまや全国的に見れば、舗装率は９７％をこえるなど、道路整備は大きく前進しました。一方で巨額の税収が自動的に道路整備のために生み出される仕組みをあてにして、無駄な道路建設が全国各地でおこなわれてきました。

· 国民が最後によりどころとする生活保護費まで削減しようとされているなか、道路特定財源を社会保障や環境保全などに自由に使える一般財源化することは、急務です。またそのことなしに、国全体としての利権と無駄遣いの構造にメスを入れることはできません。
· 実際、１１月に国土交通省が発表した「道路の中期計画素案」およびその後の政府与党の手直しによると、今後１０年間の道路建設費は５９兆円です。今年度の道路特定財源は５兆６千億円ですが、これでは結局従来のようにこの財源を道路のために使い切るということになります。

· たとえば、道路特定財源の使い道には連続立体交差事業もあります。このなかには、徳島市内で県が推進しようとする５００億円の鉄道高架事業も含まれるわけであります。これまでの経過からしても、「中期計画」によって、このような無駄遣いが、全国レベルで量産されることは、想像に難くありません。
· もちろん、道路特定財源が余っているのは、国のレベルであり、地方では一般財源から繰り入れなければ必要な道路整備ができないのは事実です。現行制度の枠内で暫定税率を撤廃すれば地方の道路財源が大幅に減ってしまうのも自明のことです。

· しかし、現在すでにそうなっているように、何が何でも特定財源でなければ、必要な道路整備ができないわけではありません。財源の総額が確保される制度を設計し、本当に必要な道路は一般財源で建設すればよいのであります。
· 以上のような理由から、この意見書案には、同意できません。
